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Ⅰ は じ め に

厚生労働省が実施している 『身体障害児・者

実態調査』 『社会福祉施設等調査』 および 『患者

調査』 の結果によれば, 平成 17 年時点での身体

障害者, 知的障害者, 精神障害者の総数は約 709

万人であるという｡ そのうち 18 歳以上 64 歳以下

の約 360 万人の障害者が障害者雇用施策の対象と

されている｡ 厚生労働省が実施する障害者雇用施

策は, 障害のない人と同様に障害者が自らの能力

と適性に応じて働ける社会を実現することを目的

としているが, 少子高齢化によって労働力不足が

ますます深刻な社会問題となりつつある中で, 障

害者雇用には労働力不足の解消のために大きな期

待も寄せられている｡ 本稿では ｢障害者雇用率制

度｣ および ｢障害者雇用納付金・調整金｣ につい

て経済学の視点から分析する｡

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構によれ

ば, 身体障害者及び知的障害者について, 一般労

働者と同じ水準において常用労働者となり得る機

会を与えることを目的として 『障害者の雇用の促

進等に関する法律 (障害者雇用促進法)』 によって

｢障害者雇用率制度｣ が設けられている｡ ｢障害者

雇用率制度｣ とは, ｢常用雇用労働者数｣ が 56 人

以上の一般事業主は, その ｢常用雇用労働者数｣

の 1.8％以上の身体障害者又は知的障害者を雇用

しなければならないという制度をいう1)｡ 1976 年

に開始されたこの制度には, 障害者雇用率未達成

の事業主に課される ｢障害者雇用納付金｣ と, 障

害者雇用率達成の事業主に支給される ｢障害者雇

用調整金｣ が定められている｡ 具体的には, 障害

者雇用率 (1.8％) 未達成の事業主は, 法定雇用
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本稿では障害者雇用率制度および障害者雇用納付金・調整金について経済学の視点から分

析する｡ ｢制度の目的は社会全体での一定の障害者雇用を促すことにあり, この目的が達

成されるかぎりにおいて各企業での障害者雇用数は企業それぞれの障害者受入に関する能

力・機会費用に応じて調整されるべきである｣ という考え方を出発点として, 納付金・調

整金は企業ごとの適正雇用水準を自発的に達成させるインセンティブを与えるためのツー

ルとして捉えられるということを指摘する｡ 企業の費用構造が観察可能な場合は納付金・

調整金は Pigou 税として利用することができ, また, 費用構造が私的情報である場合に

おいても Vickrey オークション・メカニズムの論理を用いることで効率性を実現する納

付金・調整金制度を設計できることを示す｡
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障害者数に不足する障害者数に応じて 1人につき

月額 5万円の障害者雇用納付金を納付しなければ

ならず, 障害者雇用率を超えて障害者を雇用して

いる場合は, その超えて雇用している障害者の人

数に応じて 1 人につき月額 2 万 7000 円の障害者

雇用調整金が支給される｡ ただし, いずれも対象

とされているのは常用雇用労働者数が 300 人を超

える事業主に限られている2)｡

では, 障害者雇用納付金・調整金にはどのよう

な役割があると考えられるだろうか｡ 1 つの見方

は,

●まずそもそも法律は遵守されるべきものであ

り,

●｢納付金｣ とは障害者雇用促進法を遵守して

いない法定雇用率未達成の事業主に対する懲

罰であり, ｢調整金｣ は障害者雇用促進法を

遵守して法定雇用率を達成している事業主に

対する報酬である,

というものである｡ これに対して, 本稿は次のよ

うな見方を議論の出発点としたい｡ すなわち,

●障害者雇用率制度の目的は社会全体で一定の

障害者雇用を促すことにあり,

●この目的が達成されるかぎりにおいて, 各企

業での障害者雇用者数は業種や環境に応じた

企業それぞれの障害者受入能力に依存して調

整されるべきである,

というものである｡ この立場に基づいて本稿では,

｢納付金｣ や ｢調整金｣ は事業主ごとの適正雇用

水準を自発的に達成させるインセンティブを与え

るためのツールとして捉えられる, ということを

指摘したい｡

厚生労働省のまとめた ｢障害者雇用・就業の概

況｣ によれば, 障害者雇用施策の対象となる 18

歳以上 64 歳以下の障害者数は約 360 万人になる

が, ｢平成 18 年障害者雇用状況報告｣ によれば常

用雇用労働者数が 56 人以上の企業に雇用されて

いる障害者数は約 28.4 万人である3)｡ 実雇用率で

みると平均値は 1.52％であり, 達成企業割合は

43.4％に留まっている｡ 現状の実雇用率は法定雇

用率の 1.8％と比較するとまだまだ低い水準であ

り, 障害者雇用促進のためのさらなる措置がとら

れる必要があることを示している｡ その一つの方

法として納付金・調整金制度をいかに活用してい

くべきか, 経済学理論の成果を援用して議論して

いく｡

Ⅱ 現行制度の概要

厚生労働省が実施する障害者雇用施策は, 体系

的にみれば大きく 3つに分類できる｡ 1 つ目は事

業主に対する指導・援助であり, ｢障害者雇用率

制度｣ ｢障害者雇用納付金制度等による事業主支

援等｣ および ｢障害者雇用に関するノウハウの提

供｣ が含まれる｡ 2 つ目は障害者の特性を踏まえ

たきめ細かな職業リハビリテーション・職業能力

開発の実施であり, ｢公共職業安定所における障

害者の態様に応じた職業相談・職業紹介, 職場定

着指導の実施｣ や ｢障害者職業センターにおける

職業評価等の専門的な職業リハビリテーションの

実施｣ などが含まれる｡ 3 つ目は障害者雇用の啓

発であり, ｢試行雇用による事業主の障害者雇用

のきっかけづくりの推進｣ ｢障害者雇用促進運動

の実施｣ および ｢障害者団体と連携した広報啓発

活動の実施｣ が含まれる｡ 以下では, 本稿が考察

の対象とする ｢障害者雇用率制度｣ について詳し

くみていく｡

実際に企業が障害者を雇用する場合, たとえば

身体が不自由で車椅子などを使用している障害者

が仕事をする上で利便性を損なわないようなフロ

アや施設をつくる必要があるだろう｡ ほかにも,

介助者の配置や特別の雇用管理等も必要となるか

もしれない｡ 施設設置や介助者の配置等は企業に

とっては経済的な負担となるので, 障害者雇用を

促進するためには政策上何らかの補助が必要であ

る｡ 障害者雇用納付金は, 作業施設や設備の改善,

特別の雇用管理などの障害者雇用にかかる一定の

経済的負担を軽減する目的がある｡ この障害者雇

用納付金は, 障害者の雇用に関する事業主の社会

連帯責任の円滑な実現を図る観点から事業主が共

同拠出によって設置した ｢障害者雇用納付金制度｣

によってまかなわれている｡ しかし, 障害者雇用

納付金には経済的負担の低減のほかにもうひとつ

重要な役割がある｡ それは, ｢障害者雇用率制度｣

を遵守している企業と遵守していない企業の経済
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的負担の調整という役割である｡ つまり, 当然の

ことながら ｢障害者雇用率制度｣ に基づく雇用義

務を誠実に守っている企業とそうでない企業とで

は経済的負担のアンバランスが生じるので, この

経済的負担を調整する必要があるということであ

る｡

では, 実際に障害者雇用率制度はどのように機

能しているのだろうか｡ 事業所の障害者雇用の経

験が乏しい場合には, 障害者に合った職能開発や

雇用管理等のノウハウがないために障害者雇用に

取り組む意欲があっても障害者雇用に躊躇するか

もしれない｡ このような現象は障害者雇用の取組

が遅れている事業所で顕著に起こると考えられる｡

また, 障害者自身にとっても, 就労経験が乏しい

ためにどのような職種が自分に向いているかが分

からない, 実際に仕事に耐えられるのかといった

不安があることも多いだろう｡

障害者雇用促進のための施策のひとつとして

｢トライアル雇用｣ がある｡ これは, 障害者を短

期の試行雇用 (トライアル雇用) の形で受け入れ

て事業主の障害者雇用のきっかけをつくり, また

実際に短期であっても雇用することで, 事業者が

障害者雇用に関していだいている不安を解消し,

いずれは短期雇用から一般雇用への移行を促進す

ることを目指したものである｡

また, 最近の障害者雇用促進のための動きとし

ては, 2008 年の第 169 回通常国会に 『障害者の

雇用の促進等に関する法律』 の改正法案が提出さ

れたことが挙げられる｡ この改正法案の内容には,

障害者雇用率制度の対象とされる企業の範囲拡大,

ジョブコーチの能力開発, 適切な処遇の改善など

が盛り込まれている｡ その中でも大きなインパク

トをもつのは, 障害者雇用納付金制度を 101 人以

上の中小企業へ適用するとする法改正だろう｡ こ

の法改正によれば, 1976 年の制度開始以来従業

員数 300 人以下の企業で猶予されていた納付金支

払い義務が中小企業にも拡大され, 2010 年 7 月

から従業員 201 人以上, 2015 年 4 月からは従業

員 101 人以上の企業は雇用率が達成できない場合

に納付金を払わなければならなくなる｡ ただし,

経過措置として雇用納付金の額は 5年間減額され

る方針である｡ 本稿執筆中の 2008 年 6 月現在で

はこの改正法案は審議中であり, 今後の動向に注

意したい｡

Ⅲ 納付金・調整金の経済分析

現行制度では障害者雇用は規模に応じて一律

1.8％とされているが, 以下では, 社会的にみれ

ば一律雇用率は資源の無駄使いを発生させて社会

厚生を損なうという意味で非効率的である, とい

うことを見ていく｡ 一律雇用率が無駄な費用を発

生させる理由は, 個々の企業は業種・規模・企業

構造や立地などの様々な特徴が異なるために障害

者雇用にかかわる経済的負担 (機会費用として捉

えられる) も多様であることにある｡ 例えば, 足

が不自由で車椅子を使用している障害者を雇用す

る場合, その障害者がオフィスワーカーとして

PC へのデータ入力やプログラミングという作業

を行う場合と, 製造業での工場勤務とでは会社や

工場に新たに必要とする設備等が異なるだろう｡

そうであれば発生する費用は当然異なるために,

従業員 1人当たりの費用負担も異なり, それに応

じて最適な障害者雇用人数も異なるのである｡ こ

のことを, 簡単な理論モデルを使って考えていこ

う｡

1 最も簡単なケース

まずは議論の本質をつかむために規模の等し

い企業が 2 つ (�と�), 障害者が 2 人という極

度に単純化されたケースを考えよう｡ まずそもそ

も実際問題として, 障害者は健常者に比べて雇用

されにくい現実がある (現状の雇用促進制度のもと

においても雇用率は 1.8％に満たない)｡ 例えば, 足

が不自由で車椅子を使用している障害者を雇用す

る場合, 健常者を雇用していたら必要でなかった

設備 (スロープなど) が必要になったり, 業種に

よっては生産性が落ちることも避け得ないかもし

れない｡ 経済学的にはこれらを障害者を雇用する

ことにともなう機会費用 (以下, 単に費用と呼ぶ)

と考える｡ 企業�が 1 人目の障害者を雇用する

ことにともなう費用を�
�
�, 2 人目の雇用にかか

わる費用を�
�
�とする｡ 同様に企業�についての

費用を�
�
�, �

�
�とする｡ これらはもちろん各企業
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における業務内容に依存する｡ オフィスワーカー

の場合は機会費用はほぼ 0であることも多いだろ

う (場合によっては, 費用は負, つまり正の便益を

もたらしうるであろう) し, 一方で建設現場での

勤務の場合は非常に大きくなりうる｡ ここで�
�
�,

�
�
�＜�

�
�, �

�
�と仮定しよう｡

各企業が雇用すべき障害者数を�で表し, こ

こでは�＝1 としよう (したがって, 社会全体の雇

用者の達成目標は��＝2人である)｡

まず, 一律雇用だと両企業がそれぞれ 1人ずつ

雇うので社会全体の費用は�
�
�＋�

�
�である｡ 一方,

総費用最小化という意味での社会的に効率的な雇

用方法は雇用費用が低い企業�が 2 人とも雇う

ことである｡ このときの総費用は�
�
�＋�

�
�で,

�
�
�＜�

�
�という仮定によりこれは�

�
�＋�

�
�より小

さい｡

いま, 政策当局が ｢納付金｣ ｢調整金｣ を�
�
�＜

��, ���＜�
�
�なる��, ���として定めれば,

�
�
�＞�

�
�＋�

�
�－���

より企業�にとっては 2 人雇用する方が 1 人だ

け雇用するよりも費用を低くできるために, 企業

�は調整金���を受け取って 2 人雇用すること

を選択する｡ 同様に,

�
�
�＞��

より企業 �にとっては 1 人も雇用しない方が 1

人だけ雇用するよりも費用を低くできるために,

企業�は納付金��を支払って 1人も雇用しない

ことを選択する｡ このように, ｢納付金｣ ｢調整金｣

をうまく定めれば自発的な意思決定によって効率

性が達成される｡ この場合には先に両方の企業が

1人ずつの障害者を雇用した場合と同様に社会全

体で 2人の障害者雇用が実現し, なおかつ効率性

も達成されている点が重要である｡

2 モデル

より一般的に, 規模が等しい企業が�社存在

する場合を考えよう｡ 各企業が雇用すべき障害者

数は先ほどと同様に�で表す (したがって, 社会

全体の雇用者の達成目標は��人である)｡ さらに,

企業�が�
�人の障害者を雇用することにともな

う費用を�(��
��

�) で表す｡ ただし, 分析を簡単

にするため�
�は連続変数とし, �

�＞�は企業�

の費用構造を表すパラメータである｡ ここで費用

関数は��＞�, ���＞�,��＞�,���＞�を仮定す

る｡ 各企業は競争的な生産物市場で生産活動をし

ており, 生産物市場での超過利潤はゼロであるも

のとする｡

いま, 政策当局は各企業の費用関数を完全に把

握しているものと仮定する｡ 政策当局の目的は,

��の雇用者数を達成し, その上で�社の雇用費

用合計を最小化することである｡ 政策当局が, 各

企業へ義務付ける雇用者数について, ｢不足 1 人

につき	の納付金を課し, 超過 1 人につき	の調

整金を支払う｣ という Pigou 税を導入すること

を考える｡

3 分 析

まずは, 政策当局にとって最適な各企業にお

ける雇用水準を導出する｡ 政策当局にとっての最

適化問題は次のように与えられる :

(内点解を仮定すると) 1 階の条件は

�����
��;��

�＝…＝�����
��;��

�

および制約条件 で与えられる｡ ここ

で, �������
��;��

�＝��
�
��

�;�


�より �
�＜ �


なら

ば�
��＞�


�となることに注意する｡ つまり, 政

策当局にとって最適な雇用水準の下では, 効率的

な企業により多くの障害者を雇用させるのが社会

的には最適になる｡

今, 政策当局が納付金・調整金を	に定めたと

しよう (ここでは納付金と調整金の額は等しいとす

る)｡ このとき各企業�は以下の費用最小化問題

を解くことになる :

��	
�

�
���

�;��
�＋	��－�

�
�.

1 階の条件は以下で与えられる :
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��	
�

�, ��
�∑

�

�＝1

���
�;��

�


���∑
�

�＝1

�
�＝��.

∑�

�＝1�
��＝��



�����
�;��

�＝�.

よって, 政策当局は

��＝�����
��;��

�

という納付金・調整金によって, 効率的な雇用水

準 (���,…,���) を達成できる｡

ここで重要なことは, 社会全体として 1.8％の

雇用率が求められているからといって, 必ずしも

すべての企業が一律に 1.8％の雇用率を達成する

べきであるとは限らないということである｡ 一律

の雇用率が実現すれば社会的費用が増大してしま

い, 社会全体としては非効率であるということに

なる｡ そして, 雇用納付金, 雇用調整金を適切に

定めれば, 各企業は自社の最適化問題を通じて雇

用水準を決定し, その結果として社会全体として

効率的な雇用が達成されることになる｡ 雇用納付

金, 雇用調整金は効率性を担保するために大きな

役割を果たすのである｡

Ⅳ 非対称情報下での最適な制度設計

先に論じたとおり, すべての企業に一律に 1.8

％の雇用率を強制することは, 社会的に見れば過

大な費用支出を強いられているという意味で非効

率である｡ 障害者雇用にかかる限界費用が低い効

率的な企業はより多くの障害者を雇用すべきであ

るし, 限界費用が高い非効率的な企業には低い雇

用率に留める方がよい｡ このような異なる雇用率

の水準は, 雇用納付金, 雇用調整金の価格によっ

て調整することができ, それによって効率性が担

保されることになる｡

しかし, 前節の状況とは異なり, 実際に雇用納

付金・雇用調整金をいくらに定めればよいのかは

非常に難しい問題である｡ なぜならば, 政策当局

はすべての企業の費用構造を把握していない, す

なわち費用構造はそれぞれの企業の私的情報であ

るからである｡ 前節の結論は, 各企業の費用構造

を政府が完全に把握しているという仮定に強く依

存していたことに注意されたい｡ それならば, 例

えば毎年の雇用状況報告の際に費用構造も併せて

報告させればよいと思うかもしれない｡ しかしな

がら, 上手に納付金・調整金の決定ルールを設計

しないと, 企業は真の費用構造を申告するインセ

ンティブをもたない｡

1 納付金・調整金の引き上げ

私的情報のもとでも目標雇用率達成と効率性

を実現するひとつの方法は, 個々の企業の適正雇

用率を達成すべく納付金・調整金をトライアル＆

エラーで調整していくことである｡ 現在の雇用率

は, 平均で 1.52％という, 1.8％に比べて低い水

準に留まっている｡ したがって, 納付金・調整金

を現状の額から引き上げるべきである, となる｡

実際に, 納付金や調整金の額は近年引き上げら

れてきている｡ 中島・中野・今田 (2005) によれ

ば, 納付金は 1977 年から 3 万円, 1980 年から 4

万円, 1991 年から 5 万円となっており, 調整金

は 1977 年から 1 万 4000 円, 1980 年から 2 万円,

1991 年から 2 万 5000 円, 2003 年から 2 万 7000

円となっている｡ また, 報奨金は 1977 年から

8000 円, 1980 年から 1 万円, 1989 年から 1 万

5000 円, 1991 年から 1万 7000 円, 2003 年から 2

万 1000 円となっている｡ このように実際に納付

金や調整金, 報奨金の額は段々と増加しているが,

近年の雇用達成率は横ばいであり, より大幅な引

き上げが必要であると考えられる｡ この方法で毎

年毎年, 前年の雇用率を見ながら金額を調整すれ

ば, 試行錯誤の結果としていずれは全体での雇用

率 1.8％が実現されよう (この場合も一律 1.8％に

はならないことに注意が必要である)｡

しかし, このような調整には非常に長い時間が

かかるし, その間に企業や社会の状況が変化して

しまうかもしれない｡ また, 報奨金の上昇を予想

した企業の戦略的な非雇用などが生じることも考

えられる｡ 一気に目標の雇用率を達成するには,

やはり各企業から費用構造に関する情報を入手し

て, それに基づいた制度設計が必要となる｡ 企業

に虚偽の申告を行うインセンティブを与えないよ

うな制度設計は不可能なのだろうか｡ 実は, この

問題を解くために, オークションの理論 (より一

般的には ｢メカニズム・デザイン｣ の理論) の成果

が利用できるのである｡ ここでは Vickrey オー

クションと呼ばれる以下のメカニズムを考える｡
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2 オークションとの関係

納付金・調整金の決定とオークションにはど

のような関係があるのだろうか｡ オークションを

通じて単一の財が売却されるケースを考えよう｡

ここで考えるのは Vickrey オークションであり,

セカンドプライス・オークションとも呼ばれる4)｡

Vickrey オークションでは, オークションを通じ

て最も高い入札をした参加者が財を落札できるが,

支払額が自分の入札額ではなく, 二番目に高い入

札額となる点に特徴がある｡ したがって, 参加者

は仮に自分が最高額入札者となって財を落札でき

る場合でも, いったいいくらで財を落札できるか

が不明である｡ このようなオークションルールの

下ではどのような額を入札するのが参加者にとっ

て最適であろうか｡ 参加者�の財への評価額を�
�

とし, 入札額を�
�としよう｡ このとき, Vickrey

オークションには ｢��＝�
�とするのが弱支配戦

略｣ であるという望ましい性質があることが知ら

れている｡ つまり, どの参加者にとっても評価額

を正直に申告することが最適なのである｡ よって,

この弱支配戦略のもとでは, 財を最も高く評価す

る参加者に財がわたるという意味での効率性が実

現する｡ Vickrey オークションの説明は例えば梶

井・松井 (2000) などに詳しいので参照されたい｡

ポイントは, 落札者は, もしも自分がいなかった

ら財を得ていたであろう参加者 (すなわち 2 番目

に高い額を入札した参加者) の評価額 (すなわちセ

カンドプライス) を支払う, ということである｡

この支払額は, 落札者の入札額に直接依存しない

点にも注意する｡

では, Vickrey メカニズムを�企業 (�,…,�),

1 人の障害者のケースに応用してみよう｡ 企業�

の費用を�
�とし, 申告を�

�とする｡ 申告を小さ

い順に並べ直して �
�
� �

�
�…� �

�となるよう

に企業の名前をつけかえる｡ Vickrey メカニズム

にしたがうと, (最も低い申告をした) 企業 1 が障

害者を雇用し, (�)納付金を�
�として企業�,…,�

に納付金を支払わせる, あるいは(�)調整金を�
�

として 1に与えることになる5)｡

先と同様に, 各企業にとって正直な費用を申告

することが最適となる｡ Vickrey メカニズムを応

用することで, 各企業に正直な費用を申告させ,

費用が一番小さい企業が雇用するという意味での

効率性が達成できている｡

実際は雇用したい人数は 1人ではないので, 対

応するオークションメカニズムを複数財オークショ

ンに拡張しなければならない｡

3 複数財 Vickrey オークション

複数財オークションには複数価格オークショ

ン (Discriminatory auction) や単一価格オークショ

ン (Uniform-price auction) などがあるが, この 2

つのオークションは非効率的な配分をもたらすと

いう問題点がある｡ 非効率的な配分というのは,

出品される財についてより高い価値を持っている

人が必ずしも財を落札できないことをいう｡

Vickrey 複数財オークションは, これらのオーク

ションに対する効率性の矯正方法としてVickrey

(1961) によって提案されたオークションである｡

Vickrey オークションの基本的な考えは, 誘因両

立的で効率的な配分を達成するメカニズムである

Vickrey-Clarke-Groves メカニズムとして一般化

されている (Vickrey 1961; Clarke 1971; Groves

1973)｡ 以下では Krishna (2002) に従って複数財

Vickrey オークションを説明する｡

�単位の財がオークションを通じて売却され

るとする｡ Vickrey オークションでは各参加者�

は最初の 1 単位から �単位までの限界価値 (�

要素の価格ベクトル�
�) を申告する (ただし, �の

真の限界価値�
�とは異なる限界価値ベクトルを申告

してもよい)｡ つまり, 最初の 1 単位に対して支

払っても良い価格, さらにもう 1単位追加する場

合に支払っても良い価格, さらにもう 1単位追加

する場合に支払っても良い価格……, という具合

に�単位まで支払っても良い価格を一覧にして

申告することになる｡ これらの申告された限界価

値に対し, 限界価値の高いほうから上位�単位

が落札される｡ つまり, 参加者全員の限界価値を

高い順に並べ替え, 上位�番以内に入札者�が

申告した限界価値ベクトルの要素が�
�単位含ま

れていれば, �は�
�単位の財を落札する｡ この時

の�の支払い価格は次式で与えられる :
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(1)

ここで�
��は�以外の入札者が申告した限界価値

ベクトルの要素を高い順に並べ替えたものである｡

よって�の�単位目の支払い価格を�
�
�＝�

－�
�－��＋�と

表せば, 次の関係が成り立つ :

�
�
�� �

�
��…� �

�
��� (2)

この支払いルールの原理は 1単位の財のケースの

Vickrey オークションのそれと同じである｡ もし

も参加者�がいなかったとしたら�
�単位分はそ

れ以外の参加者に入札額の高い順に割り当てられ

ていたわけだが, �の支払額はそれら他の参加者

が得ていたであろう便益の合計に等しくなるよう

に定められる｡

Vickrey オークションには以下の望ましい性質

があることが知られている｡

定理 1.Vickrey オークションにおいては, 各入札

者�は真の限界価値ベクトル�
�＝�

�を申告する

ことが弱支配戦略となる｡

これは, いずれの入札者も真の限界価値と異な

る限界価値ベクトルを入札しても, 余剰を増加さ

せられないことを表している｡ この結果として,

すべての入札者は真の限界価値ベクトルを入札す

ることになる｡ したがって, Vickrey オークショ

ンのルールから次の結果を得る｡

定理 2.Vickrey オークションにおいては, 効率的

な配分が達成される｡

これは, Vickrey オークションの結果として,

�単位の財が限界価値の高い順に落札・配分さ

れることを表す｡ 社会全体としてみれば, これは

余剰が最大化されている状態であり好ましい状態

であるといえる｡

次節では本節で説明した Vickrey オークショ

ンを少し変形して効率的な障害者雇用を達成する

メカニズムを考える｡

4 Vickrey オークションによる分析

いま, 社会全体の企業総数を�とする｡ ただ

し企業の規模はすべて同一であるとする｡ また,

雇用が望まれる障害者数を��とする｡ 各企業は

自社の費用構造を知っており, (限界) 費用ベク

トルを�
�＝(	�

�,…,	
�
��) で表す｡ これは, 企業�

にとって最初の 1 人を雇用する際には	
�
�だけの

費用がかかり, 次の 1人を雇用する際にはさらに

	
�
�だけの費用がかかることを表す｡ 次のような

手順を考える｡

1.各企業 �は	
�を所与として, 費用ベクトル�

�

＝(��
�,…,�

�
��)を申告する｡ �

�
��

�を許容する｡

2.入札された費用を小さい順に並び替え, 費用の

低い方から��までの申告に関して, その費用

を申告した企業が障害者を雇用する｡

3.�よりも多い�
�人の障害者を雇用した企業に

対して, だけの雇用調整金が支払

われる｡

4.�よりも少ない�
�人の障害者を雇用した企業

に対して, だけの雇用納付金が課

される｡

ただし, 申告された費用を小さい順に並び替えた

費用ベクトルを�＝(��,…,���)とし, 企業�の入

札を除いて入札された費用を小さい順に並び替え

た費用ベクトルを�
－�＝(��,…,���－���)とする｡

この結果は次のようになる｡

系 3.Vickrey オークションにおいては, 各企業

は真の費用構造を入札することが弱支配戦略とな

る｡

これは, 各企業にとって�の費用構造を政策当

局に申告したとしても, なんら利潤を得る (費用

を余分に削減する) ことはできないという性質を

指す｡ この結果として, すべての企業が政策当局

に真の費用構造を申告することになる｡

系 4.Vickrey オークションにおいては, 効率的

な雇用配分が達成される｡

これは, 社会全体にとって雇用の総費用を最小
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化するように, 各企業の雇用水準が決まるという

性質を指す｡

具体的に Vickrey オークションの結果がどの

ようになるのかをみるために, 次の数値例を考え

る｡

数値例

3 企業, �＝2 の場合を考える｡ 社会的に求めら

れている雇用総数は��＝6 である｡ 3 企業の費

用ベクトルは次のように与えられる :

�
�＝(1, 3, 4, 6, 9, 10)

�
�＝(2, 5, 6, 7, 8, 9)

�
�＝(1, 4, 7, 10, 11, 12).

すべての企業が真の費用ベクトルを入札したとき

の, 入札された費用を小さい順に並び替えた費用

ベクトルは以下で与えられる :

b＝(1, 1, 2, 3, 4, 4, 5, 6, 6, 7, 7, 8, 9, 9, 10,

10, 11, 12).

ただし, 下線をつけた費用が小さいほうから 6番

目までの費用を表している｡ よって,

�
�＝(1, 3, 4, 6, 9, 10)

�
�＝(2, 5, 6, 7, 8, 9)

�
�＝(1, 4, 7, 10, 11, 12)

なので, 企業 1が 3人, 企業 2が 1人, 企業 3が

2 人の障害者を雇用する｡ 企業 1 に支給される雇

用調整金は

�
－�＝(1, 2, 4, 5, 6, 7, 7, 8, 9, 10, 11, 12)

より, 5 となる｡ これは, もし企業 1が 3 人目を

雇わなかったとしたら, その分の 1人は次に費用

の小さい企業 2が雇うことになり, その際に企業

2が負担していたであろう費用の値である｡ また,

企業 2に課される雇用納付金は

�
－�＝(1, 1, 3, 4, 4, 6, 7, 9, 10, 10, 11, 12)

より, 4 となる｡ これは, もし企業 2が 2 人目を

雇ったとしたら, その分次に費用の大きい企業 1

(または企業 3) が雇用人数を 1 人減らすことにな

り, その際に企業 1 (または企業 3) にとって負担

が減るであろう費用の値である｡ 残りの企業 3は

ちょうど 2人の雇用を達成しているために, 雇用

納付金の支払いや雇用調整金の受け取りは生じな

い｡

重要なことは, 雇用調整金, 雇用納付金の額が

自社以外の費用申告によって決まるために, 各企

業共に�の費用構造を申告するインセンティブが

ないという点である｡ これにより, 政策当局が各

企業の真の費用構造を何ら情報として知らない場

合にも社会全体の総費用を最小化するような, 最

適な雇用水準を達成することができる｡

Ⅴ ま と め

障害者雇用率制度とは, 障害者に一般労働者と

同じ水準において常用労働者となり得る機会を与

えることを目的として設けられている制度である

が, 現状の障害者雇用率は社会的に要求される雇

用水準と比較してまだまだ低い水準に留まってい

る｡ 法定雇用率が社会的に求められている水準で

ある, という理由だけではなく, 少子高齢化が深

刻な社会問題となっている現在では労働力不足解

消のためにも雇用率を増大させる必要がある｡ し

かしながら, 社会全体として一定人数の障害者を

雇用する際に, 必ずしも各企業がその規模に応じ

て比例的に雇用することには効率性という観点か

らの問題がある｡ 業種や職種, 規模によって各企

業の障害者雇用のための受け入れ態勢は異なる｡

したがって, 一律雇用率というのは社会的にみれ

ば資源の無駄遣いが生じ社会厚生を損なうという

意味で非効率的である｡ 障害者雇用にかかる機会

費用が低い企業はより多くの障害者を雇用し, 高

い企業はより少ない障害者を雇用するのが社会的

費用を最小化するという意味で望ましくなる｡ 雇

用納付金・雇用調整金は, このような個々の企業

の費用構造によって異なる最適雇用率を自発的に

選択するインセンティブを与えるツールとして使

えるのである｡ しかし通常は政策当局が各企業の

費用構造を把握していないと考えるのが自然であ

ろう｡ その場合, 雇用納付金や雇用調整金をいく

らに設定すればいいのかを決定するのは政策当局

にとって非常に難しい問題となる｡ このため, 一

度決定した雇用納付金・調整金が望ましい水準の
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雇用を達成しないならば, 雇用納付金・調整金を

柔軟に改訂していくことが必要となる｡

各企業に自社の費用構造を申告させて一気に適

正な雇用納付金や雇用調整金の額を定めたい場合

は, 虚偽申告を行うインセンティブがないような

メカニズムを設計する必要がある｡ そのようなメ

カニズムとして Vickrey-Clarke-Groves メカニズ

ムが挙げられ, 代表的なメカニズムに Vickrey

オークションと呼ばれるものがある｡ この

Vickrey オークションを用いれば, 各企業は�を

つくことなく本当の費用構造を政策当局に申告す

ることが企業にとっても最適となり, 結果として

政策当局は適正な雇用納付金や雇用調整金を通じ

て効率的な障害者雇用を達成できる｡ 一方で, メ

カニズムの性質上, 企業数・雇用者数が多くなる

と処理すべき情報量が大きくなっていく｡ 地域レ

ベルでの活用が現実的であろう｡

本稿では単純化された状況を考案することで経

済学的視点からの制度のあり方を議論してきた｡

そのために多くの要素を捨象した｡ まず, 本稿で

は雇用調整金・納付金という金銭的手段に分析を

限定した｡ 障害者雇用による企業の評判の確立と

いった非金銭的な規律づけも重要性をもちうる6)｡

また, 雇用企業側のインセンティブのみを分析し,

雇用される側の多様性は分析の対象外においた｡

現実には雇用者の特性や選好と雇用企業の業種・

職種のマッチングは当然重要な問題である｡ さら

に, 障害者雇用にかかわる設備や介助者の配置と

いったインフラ整備は一時に費用が生じるとして

も, その後に必要となる費用は減少するだろう｡

こうしたインフラ投資の動学的効果も考慮される

べきである｡ これらの捨象された要素については

別にさらなる研究分析が必要であろう｡

Ⅵ 補遺 定理 1の証明

入札者�を考え, 他の入札者によって申告され

た入札価格のベクトルを�
－�で表す (高い順に並

んでいるとする)｡ いま, 入札者�が�
�＝�

�(真の

限界価値ベクトル) を申告した場合に落札する財

の数を�
�とする｡ Vickrey の価格決定ルールに

従えば, 入札者�の支払額合計は

で与えられる｡ ただし, �
�
�＝�

��
������である｡ こ

の場合, すべての�� �
�に対して�

�
�� �

�
�であり,

またすべての�＞�
�に対して�

�
�� �

�
�であることに

注意しておく｡ 以下では, 入札者�にとって考え

られうる 3つのいずれの逸脱によっても上の場合

に得られる余剰よりも高い余剰が得られないこと

を示す｡

�が先ほどと同様に�
�単位の財を落札するよう

に�
�≠�

�を申告する｡ この場合には, 支払額は

�
�＝�

�の場合と全く等しい｡ 落札した�
�単位の

財から得られる価値も上の場合と等しいので, 落

札した財から得られる価値から支払額を控除した

余剰も�
�＝�

�の場合と等しくなる｡

次に, �が先ほどよりも多い�
�＞�

�単位の財

を落札するように�
�≠�

�を申告する｡ この場合

には, �
�単位のうち最初の�

�単位に対する支払

額は先の場合と変わらないので, この�
�単位の

財による余剰も先の場合と同様である｡ 他方, 任

意の�＞�
�番目の財については, 支払い価格�

�
�が

�番目の限界価値�
�
�を上回るかせいぜい等しい

ので, これらの財から得られる余剰は正にならな

い｡

最後に, �が先ほどよりも少ない�
�＜�

�単位

の財を落札するように�
�≠�

�を申告する｡ この

場合には, �
�単位に対する支払額は先の場合と変

わらないので, この�
�単位の財による余剰も先

の場合と同様である｡ 他方, 任意の�� �
�番目

の財については, 支払い価格�
�
�が�番目の限界

価値�
�
�を下回るかせいぜい等しいので, これら

の (��＋1) 番目から�
�番目までの財から得られ

る余剰は非負である｡

よっていずれの場合でも, 真の限界価値ベクト

ルを申告した場合を上回る余剰は得られない｡

1) 中島 (2006) によれば, 障害者雇用率制度で定められてい

る 1.8％という値は, 障害者雇用制度の対象となる企業の従

業員に対する雇用施策対象障害者数とほとんど同じであると

いう｡

2) 当分の間は, 常用雇用労働者数が 300 人以下の事業主から

は, 障害者雇用納付金を徴収しないことになっている｡ また,

常用雇用労働者数が 300 人以下の事業主で一定数 (各月の常
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用雇用労働者数の 4％の年度間合計数又は 72 人のいずれか

多い数) を超えて障害者を雇用している場合は, その一定数

を超えて雇用している障害者の人数に応じて 1人につき 2万

1000 円の報奨金が支給される｡

3) ｢平成 15 年度障害者雇用実態調査｣ によれば常用雇用労働

者数 5 人以上規模の企業による障害者雇用者数は 49.6 万人

である｡

4) 一般になじみ深いのはファーストプライス・オークション

だろう｡ ファーストプライス・オークションでは, オークショ

ンを通じて最も高い入札をした参加者が財を落札し, 自分の

入札額をそのまま支払う｡

5) より一般的には, ��＋���＝�
�なる��, ���に対して,

納付金を��, 調整金を���とすればよい｡ この場合, 勝利

者の総費用は�
�－���であり, その他の企業の費用は��

となる｡

6) ただし, 長江 (2005) は金銭的インセンティブと比べて非

金銭的インセンティブの効果が限定的であるという事象を報

告している｡
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